
配筋

種別

MH1

MH2

斜め筋 縦筋 溶接金網 配筋図

MH3

MH4

MH5

MH6

MH7

2-2-D13

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

2-2-D13

2-2-D13

4-2-D13

2-6φ-100@

2-6φ-100@

なし

なし

(注)

６.１　片持スラブ形階段の配筋

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

Ｌ２

配筋種別 KA1 KA2

配筋種別

配筋図

配筋図

D13
D13

2-D13

D13

D13

D10-300@

D10-300@

D10-300@

t

t

KA3 KA4

t

D13

D10-300@

D10-300@

t

2-D13

D13

D10-300@

t

t

表6.1　片持スラブ形階段の配筋

図6.1　片持スラブ形階段配筋の定着

　縦に下ろす。

６.２　二辺固定スラブ形階段の配筋

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

ｂＬ

ｂＬ
Ｌ２

３Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

３Ｌ

Ｌ２

ｂＬ

D13-200@

配筋種別

KB1

D13-150@KB2

D13-100@KB3

D13,D16-150@KB4

D16-150@KB5

D16-125@KB6

D16-100@KB7

t

150

D10-200@

D10-300@

D10-200@
t

D10

D10

D10

D13

D13

t

150

D10

D10

D10-300@

(注)　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

0

表6.2　二辺固定スラブ形配筋

図6.2　二辺固定スラブ形階段配筋(その1)

図6.3　二辺固定スラブ形階段配筋(その2)

７.１　梁貫通孔の配筋

（12）他の開孔を設けない範囲は図7.3による。

Ｌ１

Ｌ１

縦筋

横筋

上縦筋

あばら筋

下縦筋

斜め筋

上縦筋

縦筋

下縦筋

あばら筋

斜め筋

横筋

縦筋斜め筋

あばら筋

溶接金網

リング筋 リング筋

突合せ溶接突出し 余長

D/2

斜め筋 あばら筋 突出し

余長
かぶり

貫通孔外径

かぶり

余長

突出し
溶接金網

D

H形

MH形及びM形

D

45°

縦筋

45°

Ｌ１

図7.1　梁貫通孔補強筋の名称等

図7.3　他の開孔を設けない範囲

７.２　梁貫通孔の補強形式

配筋

種別
斜め筋 縦筋 横筋 上下縦筋 配筋図

H1

H2

H3

H4

H7

H6

H5

2-2-D13

2-2-D13

2-2-D13 2-2-D13 2-2-D13

2-2-D13 3-2-D134-2-D13

なし

なし なし

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

(注)

配筋

種別

M1

M2

M3

M4

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D13

6-2-D13

なし

2-6φ-100@

縦筋 溶接金網 配筋図

(注)

表7.1　H形配筋

表7.2　M形配筋

表7.3　MH形配筋

（１）控壁の配筋

Ｌ２

Ｌ２

800

コンクリートブロック帳壁

D10-200@
D10

D13
D16

t

コンクリートブロック帳壁

D10-200@D10

コンクリートの厚さ

(２)　帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強

図7.4　壁付き土間コンクリートの補強配筋

は，一般部分のあばら筋を示す。

上端筋，下端筋とも(全域)

（１）梁貫通孔補強筋の名称等は，図7.1による。

（２）孔の径は，梁せいの1/3以下とし，孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（３）孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし，梁中央部下端は梁下端よりD/3（Dは梁せい）の範囲には設けてはならない。

（４）孔は，柱面から，原則として，1.5D以上離す。ただし，基礎梁及び壁付帯梁は除く。

（５）孔が並列する場合の中心間隔は，孔の径の平均値の3倍以上とする。

（６）縦筋及び上下縦筋は，あばら筋の形に配筋する。

（７）補強筋は，主筋の内側とする。また，鉄筋の定着長さは，図7.2による。

（８）孔の径が梁せいの1/10以下，かつ，150mm未満のものは，鉄筋を緩やかに曲げることにより，開口部を避けて配筋
　　できる場合は，補強を省略することができる。

（９）溶接金網の余長は1格子以上とし，突出しは10mm以上とする。

（10）溶接金網の貫通孔部分には，鉄筋1-13φのリング筋を取り付ける。
　　　なお，リング筋は，溶接金網に４箇所以上溶接する。

（11）溶接金網の割付け始点は，横筋であばら筋の下側とし，縦筋では貫通孔の中心とする。

は，一般部分のあばら筋を示す。

は，一般部分のあばら筋を示す。

図7.3　控壁の配筋(水平，垂直とも)

７.３　コンクリートブロック帳壁との取合い

1.壁配筋は，4.1(2)による。

2.階段主筋は，壁の中心線を越えてから

3.スラブ配力筋の継手及び定着長さは，

図7.2　補強筋の定着長さ

貫通孔が円形の場合

　標準仕様書（表5.3.4）の　　とする。３Ｌ

余長

余長

余長

t
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S

tt
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Ｔ型継手の開先標準

Ｈ

１（片面溶接） ２（両面溶接）

22＜ｔ≦40

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦22

ｔ≦12ｔ≦6

19＜ｔ≦40

（単位：mm）

１（片面溶接） ２（両面溶接）

22

13Ｄ 10

t 12

1211

1916 3628

1413

25

15 15

32

16

40

157t 54 6 1198 10 1312 14 251916 22 28 32 36 40

5S 43 5 876 8 109 10 11 1112 13 15 17 19 21 24

（単位：mm）

（単位：mm）

１（片面溶接） ２（両面溶接）

16≦ｔ≦4012≦ｔ≦40

　　　適用管厚　　 3.2mm≦ｔ≦12mm

主管の管軸と支管の管軸とは一致させること。

Ｄ－Ｄ断面図

Ａ部断面 Ｂ部断面 Ｃ部断面

　　自動機械により開先加工を行う場合はその限りではない。

ｔ＜3のときS＝3
ｔ≧3のときS＝ｔ

１（丸鋼等片面溶接） ３（軽量形鋼Ｖ形溶接）２（丸鋼等両面溶接） ４（軽量形鋼レ形溶接）

（単位：mm）

ｔ＜3のときS＝3
ｔ≧3のときS＝ｔ

（単位：mm）

　　　交角　　　　 30゜≦θ≦150゜

１（片面溶接）

6＜ｔ≦40

２（両面溶接）

6＜ｔ≦19 19＜ｔ≦40

（単位：mm）

（単位：mm）

Ｈ

ｔ≦6 ｔ≦12

１（片面溶接） ２（両面溶接）２（両面溶接）１（片面溶接）

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦19

19＜ｔ≦4019＜ｔ≦40

部材が直交しない場合の開先標準

かど継手の開先標準

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

g1 g1g 2　 g2　 g3

縁端距離
e

ねじの呼び ボルト間隔
p

M12

40 60
M16

M20

M22

M24 45 70

ゲージ

M24

表1.1　縁端距離及びボルト間隔　　（単位：mm）

表1.2　千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔　（単位：mm）

35
40
45
50
55
60

千鳥打ちのボルト間隔   Pt

ねじの呼び

M12,M16,M20,M22

50
45
40
35
25
－

65
60
55
50
45
40

表1.3　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径　（単位：mm）

45
50
60

25
28
35
35
40
40

12
16
16
20
20
22

g

65
70
75
80
90
100

45
50
55
50
50
55

22
24
24
24
24
24

125
130

60
60

24
24

150
175
200

40
55
70
90

35

100
125
150
175
200
250
300
350
400

56
75
90
105
120
150
150
140
140

16
16
22
22
24
24
24
24
24

20
20
22
22
24
24

12
35
40
40
45
50
55

30
65
70
75
80
90
100

50

40
70
90

Ａ又

はＢ

最大

軸径
Ｂ

最大

軸径
Ｂ

最大

軸径

※1　千鳥打ちとした場合

突合せ継手の開先標準
（単位：mm）

Ｈ

１（片面溶接） ２（両面溶接）２（両面溶接）１（片面溶接）

ｔ≦6 ｔ≦12

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦22

Ｇ＝ｔ

19＜ｔ≦40 22＜ｔ≦40

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

　　　千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔は，表1.2による。

　　　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は，表1.3による。

　　　縁端距離及びボルト間隔は，表1.1による。

※1

構造関係共通事項（鉄骨標準図）

D1＝2(t－2)/3
D2＝(t－2)/3

D1＝(t－6)/2
D2＝(t－6)/2

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

S＝ｔ

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦101/4t≦S≦10

D1＝2(t－2)/3
D2＝(t－2)/3

D1＝(ｔ－6)/2
D2＝(ｔ－6)/2

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10
1/4t≦S≦10

D1＝(t－2)/2
D2＝(t－2)/2

D1＝(t－6)/2
D2＝(t－6)/2

D1＝2(t－2)/3
D2＝(t－2)/3

１.１　縁端距離及びボルト間隔等

１.２　溶接継手の種類別開先標準

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

１.３　鋼管分岐継手詳細

１.４　鉄骨溶接施工

（１）縁端距離及びボルト間隔

（２）千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔

（３）形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

及びセルフシールドアーク溶接
被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接

(　　　　　　　　    )

及びセルフシールドアーク溶接
被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接

(　　　　　　　　    )

(　　　　　　　　    )及びセルフシールドアーク溶接
被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接

隅肉溶接のサイズ

隅肉溶接の開先標準

２（両面溶接）１（片面溶接）

ｔ≦16 ｔ≦16 16＜ｔ≦40

（単位：mm）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接） （２）エンドタブ

70以上

35以上

38以上

自 動 溶 接

半自動溶接

手　溶　接

溶接方法

（単位：mm）

裏当て金の溶接

12以上

9以上

6以上

t

（単位：mm）

半自動溶接

自 動 溶 接

手　溶　接

溶接方法

9

5

S

（単位：mm）

t＞9

t≦9

裏当て金の厚さ

溶接のサイズ

スニップカット

　　　改良型スカラップ

　　　従来型スカラップ

t

Sc

12

14

6 9

10 12 15

16以上

裏当て金の厚さ

エンドタブの長さ

1 2

　　　　スカラップ半径Srは35mmとする。

ただし，既製形鋼のスニップカットについては，

Sc＝r+2により求めるものとする。

スニップカットの寸法 （単位：mm）

（３）裏当て金

　（４）スカラップ

　　　（ア）スカラップ半径 Sr　は35mmとする。Sr　は10mmとする。

　　　（イ）スカラップ円弧の曲線は，フランジに滑らかに接するように加工し，複合円は滑らかに仕上げる。

　（５）スニップカット

　　（ア）スニップカット部は溶接により埋めるものとする。

　（６）溶接部分の段差

（ア）裏当て金の組立溶接は，接合部に影響を与えないように，エンドタブの位置又は梁フランジ幅の1/4の位置に行

　　　図示による。図示がなければ，ボルト軸径の2.5倍以上とする。

　　　ただし，引張材の接合部分において，せん断力を受けるボルトが応力方向に３本以上並ばない場合の縁端距離は，

　　　また，アンカーボルトの縁端距離は図示による。

部分溶込み溶接の開先標準

重ねアーク溶接（フレア溶接）の開先標準

（１）エンドタブ・裏当て金の鋼材の種別及び引張強さによる区分は，母材と同等とする。

　　　エンドタブの形状は母材と同厚，同開先のものとする。

　　　い，梁フランジ両端から10mm以内の位置には行ってはならない。

（イ）完全溶込み溶接の片面溶接に用いる裏当て金は原則としてフランジの内側に設置する。

S

　　（ア）完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが10mmを超える場合又は低応力高サイクル疲労を受ける場合。
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1

100
以上

φ
Ｈ Ｄ

100
以上

φH

50

50
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tf

LC

tw pt

0～50～5

e

100以下 B

φ
fft t

60° 60°

50

0～5 0～5

LC

L LbLa

鋼材の種類
（℃）（kJ/cm）

入熱 パス間温度
溶接材料規格

JIS Z 3313

JIS Z 3214

JIS Z 3211 350以下

450以下

450以下

350以下

350以下

40以下

40以下

40以下

30以下

30以下

JIS Z 3312

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-11，15

YGW-18，19

　（７）鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件

１.６　梁貫通孔補強

（１）鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の鉄骨梁ウェブ部材に貫通孔を設ける場合は，次による。

　（ア）貫通孔の内径寸法は，鉄骨せいの1/2以下かつ鉄筋コンクリートの梁せいの1/3以下とする。

　（イ）貫通孔間隔は，両側の貫通孔径の平均値の，鉄骨造で2倍以上，鉄骨鉄筋コンクリート造で3倍以上確保する。

　　　梁貫通孔の位置の限度　（単位：mm）

Ｈ：鉄骨せい

Ｄ：梁せい

φ：貫通孔内径寸法

　(φ≦H/2，かつ，φ≦D/3)

（２）貫通孔の補強方法は，構造図による。

　　　　（ア）補強プレートが16mm以上となる場合は，必要な長さの1/2以上の補強プレートをウェブ両面から溶接する。

　　　　（イ）補強プレートは丸型としても良い。上下フランジとのあき50mmについては施工性を考慮して小さくすること

　　　補強プレート法及び補強トラス法の溶接等は，以下による。

　　　　補強プレート法

補強プレート

　　　　補強トラス法

　　　　　スリーブの取付けは，全周隅肉溶接とする。

   は３φ又は 　のうち小さい方とする。   (ｅ≧Ｈとする)

ｅ：材端と補強プレートの間隔

補強トラス

引張強さ570MPa以上のものを除く

引張強さ570MPa以上のものを除く

JIS Z 3312

JIS Z 3313

JIS Z 3214

350以下

350以下

250以下

350以下

250以下

40以下

30以下

30以下

40以下

40以下

JIS Z 3211

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-11，15

YGW-18，19

引張強さ570MPa以上のものを除く

JIS Z 3312

JIS Z 3312

JIS Z 3312

JIS Z 3313

JIS Z 3313

250以下

350以下

250以下

250以下

250以下

350以下

30以下

30以下

30以下

40以下

40以下

JIS Z 3313

30以下

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-18，19

YGW-11，15

YGW-18，19

YGW-18，19

１.５　重ねアーク溶接（フレア溶接）を行う場合の溶接長さ

鉄筋又は軽量形鋼に重ねアーク溶接（フレア溶接）を行う場合の溶接長さ（L）は，ビートの始点（La）及びクレーター

（Lb）を除いた長さとする。

Ｌａ及びＬｂは1d（軽量形鋼については1S）以上

　d：異形鉄筋の呼び名に用いた数値

　S：溶接のサイズ

Ｌ：片面フレア溶接の場合　10d

　　両面フレア溶接の場合　 5d

520N級炭素鋼

490N級炭素鋼

(STKR及び

400N級炭素鋼

(STKR，BCR及び

　BCPに限る。)

G49A0U-CCJ

G49A0U-NCC，NCCT等

G49A0U-CCJ

G49A0U-NCC，NCCT等
JIS Z 3315

JIS Z 3315

400N級炭素鋼

(STKR，BCR及び

　BCPを除く。)

490N級炭素鋼

(STKR及び

BCPを除く。)

40以下 350以下

40以下 350以下

1 2

１.７　その他

（１）広幅平鋼の取扱い

　　　BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートは，PL表記であっても FB又はPLとする。

（２）フィラープレートの材質

　　　フィラープレートを使用する場合，材質はSS400とする。

（３）もや，胴縁類の取付け用ボルト

　　　もや，胴縁類の取付け用ボルトを普通ボルト結合とする場合は，二重ナットとする。

BCPに限る。)

引張強さ570MPa以上のものを除く

新設資材庫
構造関係共通事項（鉄骨標準図その2）

- S-08

もできる。

図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所

令和6年度　土地改良技術
近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事



（財）日本建築センターによる一般評定「BCJ評定-ST0093-17」（平成30年9月21日付）

●フレームベースはステコンアンカーにより水平に固定する。

●グラウト材のカクハンは、グラウト材１袋（6kg）に対して、計量カップで

●グラウト材の注入は、グラウトロートを注入座金にセットし、グラウト材の

自重圧により他の注入座金からグラウト材が噴き出るまで行う。

●柱脚部の捨コンの厚さは90mm以上とし、表面は平滑に仕上げる。

角形鋼管

●位置決めは、テンプレートの中心線と地墨等の柱心を合致させることにより

行い、標準許容差は下図による。

●レベルモルタルはベースパック

グラウト（グラウト材）を使用し

大きさは右図による。

ベースパック　型

□-150×150 ～ □-300×300 用

●アンカーボルト（フレーム）の組立ては、4隅のアンカーボルト4本で組立て

●本締めはグラウト材の充填前に行い、ダブルナットを標準とする。

(注)上記 1 ～ 10 の構成部材はベ－スパック構成部品として供給される。

●基礎立上がり高さは50mm以下とする。

●ベースパック柱脚工法の設計は「ベースパック柱脚工法設計ハンドブック」による。

形状（イ） 形状（ハ）

レベルモルタル（ベースパックグラウト）

AB A B (e) 呼び

(
e
)

M27 22 41 47

M30 24 46 53

M33 26 50 58

M36 29 55 64

注1)据付け高さが低い場合に短いアンカーボルトを使用する。

i) アンカーフレーム Aタイプの場合

呼び
L b

128

X

45

M36 D38 60770

M33 720

M30 695D32

D35

M27 650D29

133M30 695D32

M33 690,735D35 95,140

ii) アンカーフレーム Cタイプ の場合

約３
０ｍ

ｍ

1

3

の水を加え、電動カクハン機で混練することにより行う。1.0～1.1

(注)上記 6 ～ 9 は現場状況により仕様が異なる場合がある。 55

g1 dt

9 28

材質

55 31

60 34 SS400

65 12 37

9

9

グラウトロ－ト

グラウト材
注入座金

（桟木等）

注入枠

10
3

角形鋼管

2

< Aタイプ > < Cタイプ 　>

X

45

45

60M36

M27

M30

M33

M36

D38 770 130

※トップフープはダブルとし、

45

L

45

●本工法は、管理者又は施工者（元請）の管理のもとで実施するものとする。

●本工法のうち６．２アンカーボルト据付け及び６．６ベースパックグラウトの

注入は、ベースパック施工技術委員会によって認定された有資格者（ベース

パック施工管理技術者・施工技能者）が施工を実施し、チェックシート等に

より施工管理を行うものとする。

●ベースプレート溶接部の施工管理は、鉄骨製作業者に属する鉄骨製作管理

技術者等による。

２

２/３　程度

1 アンカーボルト

2 注入座金

3 Ｍナット

4 ベースパックグラウト(グラウト材)

5 定着座金

6 テンプレート

7 フレームポスト

8 フレームベース

9 ステコンアンカー

  （コンクリートアンカー）

10 ベースプレート

３．構成部材・寸法

１．１ 構成部材

１．２ 柱脚の定着方法概要

３．１ ベースプレート ３．２ アンカーボルト（Mアンカーボルト）

３．３ Mナット

３．４ 定着座金

４．１ 形状・材質 ４．２ 配筋

４．３ 基礎立上がり

６．１ 基礎工事

６．２ アンカーボルト据付け

６．３ 配筋およびコンクリート打設

６．４ 建方

６．５ アンカーボルトの本締め（弛み止め）

６．６ ベースパックグラウト(グラウト材)の注入

ベースパック柱脚工法　標準図
設計

施工

4

1

5

9

3

7

8

6

d

120 X b

d

L L

120 X 50

d d

235

BCR295

BCP235

鋼種 採用F値(N/mm  )２

295

STKR400

F値295N/mm 以下

●材質

SN490B 【JIS G 3136】

PM27

記号

M33

M36

35 110

適用
a1 c

18 34

t d

a
2

d

注入口

t

M27

M30PM30

PM33

PM36

31

28

10132

32 101

18

18

110

アンカーボルト

a
1

a2

45

42

42

35 45 18 37

３．５ 注入座金

c

ボルト孔

３．６ フレームベース

i) Aタイプ ii) Cタイプ

１．工法概要

２．柱

４．コンクリート柱型 ６．工事場施工

５．工場製作（溶接）

７．本工法の施工及び施工管理

d

異形部

呼び名

呼び

d

単位 mm 単位 mm

単位 mm

単位 mm

単位 mm

単位 mm

を行う。

異形部

呼び名

●配筋はアンカーボルト（フレーム）との取り合いを考慮する。

●コンクリート打設前にテンプレート位置精度を確認する。

ベースパックグラウト

注1) 注1)

記号

a

寸法(mm)

ベースプレート

採用

15-12V （イ） 300t≦12

17-12V

20-09V

20-12V

25-09V

25-12V

25-16V

30-09V

30-12V

30-16V

30-19V

□-150×150

□-175×175

□-200×200

□-200×200

□-250×250

□-250×250

□-250×250

□-300×300

□-300×300

□-300×300

□-300×300

t≦12

t≦9

t≦12

t≦9

t≦12

t≦16

t≦9

t≦12

t≦16

t≦19

φ45

320

360

360

420

420

450

480

520

520

550

50

45

50

50

55

55

50

60

50

50

50

310

310

80

360

φ45

φ45

φ50

φ55

φ55

φ50

φ55

φ50

φ55

φ55

4-M27

4-M30

4-M30

4-M33

4-M36

4-M39

8-M33

4-M39

8-M30

8-M36

8-M36 12-D22

D13@100

本数-呼び
立上り筋 フープ筋

配筋

コンクリート柱型

(mm)

最低h寸法

550

600

600

600

650

650

650

650

650

700

700

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

SN490B

材質 形状

490

490

490

490

490

490

490

490

490

490

490

アンカーボルト柱

外径 板厚

250

280

310

310

360

370

240

420

310

310

340

寸法W(mm)

フレームベース

150

180

210

210

260

270

140

320

210

210

240

寸法X(mm)

フレームポスト間

135

135

135

135

150

150

135

150

135

150

150

J寸法

(mm)l1 l2

200

230

260

260

（イ）

（イ）

（イ）

（ハ）

（イ）

（ハ）

（ハ）

（ハ）

ベースパック

t

28

32

28

32

32

36

32

36

32

40

50

d(mm) (mm)

\U+FF8C\U+FF9A\U+FF70\U+FF91
\U+FF80\U+FF72\U+FF8C\U+FF9F

A

A

A

A

C

寸法D(mm)

500

610

530

560

560

680

700

740

630

620

710

■検査方法：溶接部の検査は超音波探傷検査により行う。

■施工管理：７．本工法の施工及び施工管理参照。

■ベースプレートの予熱

●気温(鋼材表面温度)が5゜C以上でのベースプレートの予熱は次に示

　す予熱温度標準により行う。その他必要に応じて適切な予熱をする。

(JASS 6　鉄骨工事による)●完全溶込み溶接とする。

■溶接方法（完全溶込み溶接)

■組立

●ベースプレートの中心線（\U+FF79\U+FF76\U+FF9E\U+FF77線）に柱材軸心を合わせる。

G

R

完全溶込み溶接の開先標準（JASS 6　鉄骨工事 2007年版より ）

図

ベ－スプレ－ト

α
1

適用板厚

T(mm)

溶接

方法

ア

ク
｜

溶

接

ス
シ

ル
ド

ガ

ク

接
溶

ア

シ ｜

｜ ｜

接
溶
ク

ル
｜

ア
ド

ル
フ

セ

T

覆

被

6～

6～

ルート間隔G(mm)

標準値 許容差

7

9

6

7

-2,+∞

(-3,+∞)

ルート面R(mm)

標準値 許容差

2

2

2

2

-2,+1

(-2,+2)

-2,+∞

(-3,+∞)

-2,+∞

(-3,+∞)

-2,+∞

(-3,+∞)

-2,+1

(-2,+2)

-2,+1

(-2,+2)

-2,+1

(-2,+2)

開先角度α1(°)

標準値 許容差

α1：45

-2.5,+∞

(-5,+∞)
下向き

溶接

姿勢

α1：35

α1：45

α1：35

-2.5,+∞

(-5,+∞)
下向き

許容差 ・記号+∞は制限無しを示す。

・2段書きは「鉄骨精度検査基準」に規定する許容差（上段：管理許容差、下段括弧内：限界許容差）を示す。

t＜32

板厚(mm)
溶接方法

SN490B

鋼種

予熱なし

低水素系被覆アーク溶接

CO ガスシールドアーク溶接2

40≦t≦50

50 ℃

予熱なし

32≦t＜40

50 ℃

予熱なし

予熱なしSN490B

設計基準強度

(N/mm  )2

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

21以上

※ただし基礎立上がり高さが50mmを超え300mm以下の場合、Ｌシリーズを使用することができる。

●コンクリ－ト

SD345(D19,D22)

●鉄筋

普通コンクリートとし、設計基準強度

SD295(D13,D16)

Ｄ

Ｄ

は21N/mm　以上とする。

柱型寸法を標準から変更する場合は、

●形状

別紙「ベースパック柱脚工法における

柱型寸法最大・最小値一覧」による。

２

角形鋼管

10
3
2

4

1

5

9

8

7

3

50x

5
0

J
3
0

以
上

9
0

h
寸
法

W
5
0

50x

W

J
3
0

以
上

9
0

h
寸
法

a

t

d

l
1
l
2

l
3

l
2
l
1

a

a

t

l1 l1

l
1

l
1

l
2

l2

d

a

l1l2 l3 l2 l1

M39 31 60 69

60M39 D41 770,810 98,135

80 12 40M39

M39PM39 11838 48 18 40

50 50W65

5
0

5
0

W
6
5

50 50W

5
0

5
0

W

基礎梁天端

あるいは

フーチング天端

立上り高さ

80

80

80

フープ筋

立上り筋

150以上

3
0

9
0
以
上

図

基準高さより誤差は

:柱心とテンプレ－トのけがき線との

許容差

e1

-3≦e≦10

-2≦e1≦2

容

差

標
準
許

e1

e
1

柱心 テンプレ－ト

けがき線
アンカ－ボルト

テンプレ－ト

中心線

柱心

柱心

（イ）

（イ）

A

A

A

C

C

C

12-D16

12-D19

12-D16

12-D19

12-D19

12-D19

12-D19

12-D22

12-D22

12-D22

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

標準\U+FF8C\U+FF9A\U+FF70\U+FF91

【建築基準法第３７条第二号に基づく国土交通大臣認定材料】

【建築基準法第３７条第二号に基づく国土交通大臣認定材料】

【建築基準法第３７条第二号に基づく国土交通大臣認定材料】

３．７ アンカーフレーム形状および据付け時諸寸法

●ベースパックの据付け高さ（h寸法）はフレームベース下端からコンクリート柱型

　天端までを示す。据付けに最低限必要な高さ（最低h寸法）は下表に記載の値とする。

d

g1

g
1

d

i) アンカーフレーム Aタイプの場合

ii) アンカーフレーム Cタイプ の場合

g1 dt 材質

55 32

60 35 SS400

65 38

9

9

M30

M33

M36

単位 mm
g2

g
1

t

t

9

g2

168

173

178113

190

l3

-

-

-

-

-

-

-

260

260

290

490

基準強度
2

(N/mm )

490

490

490

490

490

基準強度
2

(N/mm )

490

490

基準強度

(N/mm  )2

iii) 特Cタイプ

50 50W

5
0

5
0

W

76

7
6

適用

アンカーボルト

適用

アンカーボルト

5
0

50x

W

J
3
0

以
上

9
0

h
寸
法

< 特Cタイプ >

※杭頭納まり及び配筋状況に合わせて特Cタイプを選択できる。

※

\U+FF71\U+FF9D\U+FF76\U+FF70

特C

-

-

-

-

-

-

710

740

-

640

710

-

-

-

-

-

-

440

-

510

510

540

-

-

-

-

-

-

300

-

370

370

400

標準\U+FF8C\U+FF9A\U+FF70\U+FF91特C 標準\U+FF8C\U+FF9A\U+FF70\U+FF91特C

TSC295

　柱型上端近くに配置する。

※立上り筋の頂部にはフックを設け

　なくてよい。

梁主筋

図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所

一級建築士  大臣登録第301654号  板倉祥浩

一級建築士  大臣登録第 99586号  青木由男

令和6年度　土地改良技術

近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事

ベースパック柱脚工法標準図

新設資材庫

S-09-



5
8
0
0

5
8
0
0
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資材置場A 資材置場B

図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号
A1：1/100

新設資材庫 伏せ図、軸組図
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令和6年度　土地改良技術

近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事
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一級建築士  大臣登録第301654号  板倉祥浩

一級建築士  大臣登録第 99586号  青木由男
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符号 部材

鉄骨部材リスト

ＨＴＢ
備　考

仕口・継手

注）特記なき限り下記による

・鋼材質はＳＮ４００（大梁：ＳＮ４００Ｂ、小梁：ＳＮ４００Ａ）とする

・ＨＴＢは、Ｓ１０Ｔとする

継手は継手リストによるＲＧ１・ＲＧ２ －－

ガセット

Ｃ１名称

主材

柱　脚

ベースプレート

Ａ．ＢＯＬＴ

（ベースパック　２５－１２Ｖ）

□－２５０×２５０×１２

ＢＰＬ－３６×４２０×４２０（ＳＮ４９０Ｂ）

４－Ｍ３９（ＳＤ４９０）

注）特記なき限り下記による

・柱鋼材質はＢＣＲ２９５とする。

・柱脚仕様はベースパック仕様による。

鉄骨柱リスト

Ｈ－２９４×２００×８×１２

Ｈ－２５０×１２５×６×９

ＧＬ

断　面

位　置

符　号

腹　筋

上端筋

Ｂ×Ｄ

　ーＤ１３＠１００

３－Ｄ１９

２－Ｄ１３

３５０×６００

B

60
50

D

注）特記なき限り下記による地中梁リスト

継手リスト

フランジ

ウェブ

２４－Ｍ２０

Ｈ－２９４×２００×８×１２

　６－Ｍ２０ ２ＰＬ－９ｘ２００ｘ１７０

２ＰＬ－９ｘ２００ｘ４１０
４ＰＬ－９ｘ　８０ｘ４１０

６
－
Ｄ
１
３

６－Ｄ１３

ＧＬ

基礎リスト

符　号 ＦＣ１

フープ

主　筋

Ｂ×Ｄ

断　面

注）特記なき限り下記による

・ＴＯＰ ＨＯＯＰは２□-Ｄ１３とする

　ーＤ１３＠１００

１２-Ｄ１９

６３０×６３０

ＲＧ１、ＲＧ２

410

10

40

60 40

20
0

40
12
0

40

20
0

40
60

40

80 10

170

29
4

40 40

１．腹筋の幅止めはＤ１０＠１０００とする。

２．梁主筋の礎柱への定着は４０ｄとする。

４－Ｄ１９

下端筋

スターラップ 　ーＤ１３＠１００

礎柱リスト

３－Ｄ１９ ３－Ｄ１９

60

60

２－Ｄ１３

1000

500500

1
00
0

5
00

50
0

5
0
0

1
1
0

5
0

6
0

F4

図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号A1：1/30

新設資材庫　部材リスト

近畿農政局　土地改良技術事務所

令和6年度　土地改良技術

近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事

A3：1/60

Ｂ１,Ｂ2

Ｂ4

ＣＢ1 Ｈ－１２５×１２５×６．５×９

Ｈ－１００×１００×６×８
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5
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６
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Ｄ
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ＧＬ
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5
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5
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5
0
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1
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5
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6
0

F4A
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Ｄ
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1
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7
5
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5
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0

1
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0

5
0

6
0

F6A

8
00

30
0

700

Ｐ１

Ｈ-１００×１００×６×８（ＳＳ４００）

1
5
0

200

ＢＰＬ－１２×１５０×２００（ＳＳ４００）

２－Ｍ１６（ＳＳ４００） Ｌ＝４００

フック付き　ダブルナット締め

4040
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2
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500 500
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100 435
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杭芯

柱芯

杭芯

杭芯

柱芯杭芯

杭芯
杭芯 杭芯柱芯 杭芯 杭芯柱芯

杭芯

柱芯

杭芯 杭芯柱芯

杭芯

柱芯

杭芯

杭芯

柱芯

杭芯
杭芯 杭芯柱芯

杭芯 杭芯柱芯

1
0
0

Ｘ1端部

ＦＧ3

全断面

ＦＧ１

全断面

ＦＧ２

中央

　ーＤ１３＠１００

３－Ｄ１９

２－Ｄ１３

３５０×７００ ３５０×６００ ３５０×７００

３－Ｄ１９

３－Ｄ１９

３－Ｄ１９

３－Ｄ１９

３－Ｄ１９

ハンチ長さＬ＝2.000

Ｘ2端部

ＷＦ1

450

Ｄ１３

Ｄ１０

Ｄ１３

Ｄ１０＠１５０
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Ｄ１０＠２００

2
0
0

5
0

1
0
0

1
5
0

Ｂ３ Ｈ－２００×１００×５．５×８ ２－Ｍ１６ＧＰＬ－６

Ｂ4

Ｃ２

（ベースパック　３０－１２Ｖ）

□－３００×３００×１２

ＢＰＬ－３２×５２０×５２０（ＳＮ４９０Ｂ）

８－Ｍ３０（ＳＤ４９０）

5
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0
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50 80 5080260

ＦＣ２

　ーＤ１３＠１００

１２-Ｄ２２
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～
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Ｄ１３

Ｄ１０＠１５０

S-11

8
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～
1
2
00

150 150

ＨＴＢ

ＨＴＢ

（ＳＳ４００）

縦横共
Ｄ１０＠１５０
縦横共

注）特記なき限り下記による

・鋼材質はＳＳ４００とする

・ＨＴＢは、Ｓ１０Ｔとする

一級建築士  大臣登録第 99586号  青木由男

一級建築士　大臣登録第301654号　板倉祥浩

水平ブレース

　建築用ターンバックル胴（JISＡ5541）
ＨＶ １－Ｍ１６

１－Ｍ16
ＧＰＬ－９
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7
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ＰＬ－９

45

隅肉溶接は S=8.0、L＝80mm以上とする

40

施工済み区間
施工済み区間 施工済み区間

施工済み区間 施工済み区間



特記なき限り下記による
．１

２．
：鉄骨の継手位置

▲

ダイヤフラムは取り付く部材の２サイズＵＰとし、
材質はＳＮ４９０Ｃとする。

３．Ｇ梁仕口はノンスカラップ工法とする

Ｙ２通軸組図
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水平ブレース 1-M16 ターンバックル締め

図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号A1：1/30

新設資材庫 Y2通架構詳細図

近畿農政局　土地改良技術事務所

令和6年度　土地改良技術

近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事

A3：1/60
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一級建築士　大臣登録第301654号　板倉祥浩

※隅肉溶接長さ　5.0ｃｍ以上

S-12



　構内につくることが　　・　できる　　・　できない

設計図

１．工事場所

２．建物概要

建　物　名　称 構　造 階　　　　数
延べ面積

  
消防法施行令 備　　考
別 表 第

 

一（m2）

３．工 事 種 目（○印のついたものを適用する）

・

工　事　種　目

建物別及び屋外

屋　外

－式

工 事 種 別

４．指　定　部　分　　　・無　　　・有　対象部分（　　　　　　　　　　　　　）

　　.工事仕様

　　特　　　　記　　　　事　　　　項　項　　　目

取付高さ 　壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

分電盤、OA盤、制御盤、実験盤

〃　　〃　（多機能トイレ）

コンセント、電話用アウトレット、直列ユニット（一般）

        〃　　       （和室）
        〃　　       （台上）

ブラケット（一般）

避難口誘導灯

廊下通路誘導灯

開閉器箱

 　　〃   （鏡上）
　　 〃　 （踊場）

床上～中心

台上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～下端

床上～上端

1,500

1,300
1,100

300

150
150

2,100

2,500
150

 ( 上端 1,900以下)

1,000以下

1,500

スイッチ（一般）　

コンセント（車庫） 800

　すべて受注者の負担とする。

他工事又は他工種

との取合い

　工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は監督職員と協議する。

名　　　　称 測　　　点 取付高［mm］

　 〃　　
鏡上端～中心

床上～中心

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

接地極埋設標

床上～下端

地上～中心

地上、床上～中心

1,300

500
800

600

項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項

　　仕様書

　　.工事概要 1,500以上

〃

〃

〃

〃

工事用仮設物６

19

20

・ 動力設備

電灯設備

・ 雷保護設備

・ 発電設備

・ 電力貯蔵設備

・ 受変電設備

・

・

拡声設備

・

構内交換設備

・

防犯・入退室管理設備

・

火災報知設備

・

テレビ共同受信設備

中央監視制御設備

監視カメラ設備

映像・音響設備

・

・

駐車場管制設備・

・

・

・

・

・

・ テレビ電波障害防除設備

構内通信線路

構内配電線路

構内情報通信網設備

情報表示設備

・ 電熱設備

誘導支援設備

地上1階建

端子盤（EPS・電気室）     床上～中心 1,500

1,500

(天井高)×0.9

1,300

900

1,800

親時計

子時計、スピーカ

アッテネータ
出退表示盤　

呼出ボタン(多機能トイレ)

インターホン

廊下表示灯(多機能トイレ)

表示灯
警報ベル

発信器（出退表示用）　

テレビ機器収容箱

副受信機

火報受信機（複合盤）

発信機

復帰ボタン(多機能トイレ)

（備考）　（天井高）×0.9 及び（天井高）×0.8 は天井高が　2,500 ～ 3,000mm の場合に適用する。

床上～操作部

床上～中心

(天井高)×0.9

1,300

2,000

1,800

800～1,500

機器収容箱　　　

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（ＬＰガス）

1,500

1,500

800～1,500

800～1,500

300

(天井高)× 0.9
(天井高)× 0.8

(天井面)－200      〃　　   （都市ガス）　 天井面～中心

〃

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

給油ボックス 地上～給油口 1,000

外部受付用インターホン子機 標準図による

(壁面取付の場合)

雷保護用接地端子箱

1,300

900床上～中心コンセント（車椅子用）

項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項
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既存躯体への穿孔

１ 適　用　区　分

環境への配慮２

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・　風圧力

風速（ VＯ ＝　　　m/s）

地表面粗度区分（・I　・II　・III　・IV ）

・　積雪荷重

建設省告示第１４５５号における区域　別表（　　　　）

（１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次の

　　　　1から4を満たすものとする。
　　　　1 合板、木質系フローリング、構造パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティクルボード、その

　　　　　他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗料は、アセ

　　　　　ドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する「ホ

　　　　　ルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　　　2 接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　　　　3 接着剤は、可塑性（フタル酸ジーｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しない

　　　　　難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていない材料を使用する。

　　　　4 1 の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、アセ

　　　　　ドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　　（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分においては、「規制対象外」とは

　　1 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発散

　　　建築材料以外の材料

　　2 建築基準法施行令第20条の7第4項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　3 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　　4 建築基準法施行令第20条の7第3項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　次の1又は2に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の 3 又は4 に該当する材料を指す。

材料・機材の

品 　質 　等

３

機　　　　　　　　　材　　　　　　　　　等

蛍光灯器具・

照明制御装置

・

可変速運転用インバータ装置

・

分電盤

・

制御盤
・

キュービクル式配電盤

・

高圧スイッチギア（ＣＷ形）

・

・

高圧交流遮断器

・

高圧進相コンデンサ

・

高圧限流ヒューズ

・

高圧負荷開閉器
・

高圧変圧器（特定機器）

・

交流無停電電源装置

・

太陽光発電装置（パワーコンディショナ及び系統連系保護装置）
・

監視カメラ装置

・

中央監視制御（監視制御装置）

・

高圧スイッチギア（ＰＷ形）

製造業者等名

　（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき

　（２）下表に機材等名が記載された製造業者等は、次の1から6すべての事項を満たすものとし、この
　　　　証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して

　　　　監督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明となる資料等の

　　　　提出を省略することができる。

　　　1 品質及び性能に関する試験データを整備していること。
　　　2 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。
　　　3 安定的な供給が可能であること。
　　　4 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。
　　　5 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。
　　　6 販売、保守等の営業体制を整えていること。

　　　　品質及び性能を有するものとする。

足場その他７ 　・　別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。

　　「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの別紙１
　　「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据置方式又は（３）
　　 手すり先行専用足場方式により行う。

　　　　　・　内部足場等　（・　　　種　・　　　種）　　

　・  本工事で設置する。 21 施 工 調 査

電 源 周 波 数４

耐 震 措 置９

　　事前調査（　・　本工事　　　　　・　別途　　　　　　　　）
　　調査項目（　・　既存資料調査　　・　　　　　　　　　　　）

　　調査範囲（　・　図示　　　　　　・　　　　　　　　　　　）

　　調査方法（　・　図示　　　　　　・　　　　　　　　　　　）

　・　５０Ｈｚ　　・　６０Ｈｚ

　設備機器の固定は、次によるほか建築設備耐震設計・施工指針　２００５年版

　（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修）による。

　（１）設計用水平地震力
　　　機器の質量[kｇ]に、次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　　　設計用標準水平震度

設置場所 機器種別
重要機器 重要機器

機　　　　　器

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

中間階

地下・１階

上層階（注１）

屋上及び塔屋

2.0     1.5

2.0     2.0

2.0     1.5

1.5     1.0
1.5     1.5

1.5     1.0

1.0     0.6
 1.0     1.0 

1.5     1.0

1.5     1.0

2.0     1.5

1.5     1.0

1.0     0.6
1.5     1.0

1.0     0.6

1.0     0.6

1.0     0.6

・　特定の施設 ・　一般の施設

一般機器

0.6     0.4

　　【備　考】（※１）：水槽類にはオイルタンクを含む。

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

機　　　　　器

機　　　　　器

一般機器

　　　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。　

　　　・　配電盤　・　発電装置(防災用）　・　直流電源装置　　・　交流無停電電源装置　

　　　・　交換機　・　自動火災報知受信機　・　中央監視制御装置　　　　

　　　　上層階とは２階～６階建の場合は最上階、７～９階の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

　　　　上層３階、１３階以上の場合は上層４階とする。

　　（２）設計用鉛直地震力

　　　　重要機器は次のものを示す。

天井仕上区分16

５ 電気工事士

　（　　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

　最大電力５００[ｋＷ]以上の場合においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

配管本数・管路等10 　分電盤、制御盤及び端子盤等の２次側以降の配管配線経路、配線太さ、配線本数及び管径等は図面と相違

　しても差し支えない。ただし、相違する場合は監督職員の承諾を受ける。

　また、機械室等の床配線は図面上PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配管部分
　は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

呼び線 　長さ１ｍ以上の入線しない電線管には、電線太さ 1.2mm 以上の被覆鉄線を挿入する。11

　次の露出配管は塗装を行う。

　　・　屋外（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　・　屋内（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

金属製電線管の

塗装仕上げ

12

13

照度測定箇所数

　測定数　　　箇所以上非常用の照明装置の

プレートの材質 　フラッシュプレート　　　・　金属製　　　　　　　　　　　　　　・　樹脂製（　　　　）15

17 インバータ装置の
規約効率

　三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

0.4
86.0

0.75 1.5 2.2 3.7 5.5 7.5

88.5 92.0 93.0 94.0 94.0 94.5

(1)　規約効率は、JEM-TR 245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。　　　 
(2)　規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」のIP4X、6極、50Hz

87.0 90.5 93.5 94.0 94.5 94.5 95.0

　　 の電動機を駆動したときの値とする。

11 15 18.5 22kW以上

94.5 95.0 95.5 95.5

95.0 95.0 96.0 96.5

電動機出力[kW]

定格電圧　200[V]

備考　

定格電圧　400[V]
規約効率[%]

接地極　 　接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φはW=30、
　L=900、14φは、W＝40、L=1,200としても差し支えない。

接地の種類 記　　号 接地抵抗値 接　　地　　極

・

高圧避雷器用

交換装置用

通信用(10Ω)

測　 定　 用

ＥA.D 10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下
10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下
100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組
ＥＢ（14φ）×３連－１組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組
ＥＢ（10φ）×１  (Ｌ＝1,000mm)通信用(100Ω)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

共 同 接 地 ＥＢ（14φ）×３連－２組10Ω以下A.C.D

A

B

D

C

LH

ｔ

At

Dt 

０

18

Ａ 種 接 地
Ｂ 種 接 地

Ｄ 種 接 地

Ｃ 種 接 地

・

・
・

・

・
・

・

・

・

・

Ｅ

Ｅ

Ｅ
Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ
Ｅ

Ｅ

Ｅ

10Ω以下

Ω以下

・

電話引込口 ＥLt 100Ω以下 ＥＢ（10φ）×１  (Ｌ＝1,000mm)

の保安器用

共 同 接 地

　　項目及び特記事項は、○印の付いたものを適用する。

　 （２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書を適用する。

　　　 なお、機械設備工事の特記仕様書は（　　／　　）図、建築工事の特記仕様書は（　　／　　）図による。

　（１）図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、・ を

　　付けたものを適用する。

　・　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和4年版）（以下「標準仕様書」という。）

　・　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和4年版）（以下「改修標準仕様書」という。）

　・　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（令和4年版）（以下「標準図」という。）

１．共通仕様　

指定部分工期　　　　年　　　月　　　日

　　　　　・　外部足場等　（・　　　種　・　　　種）　

　　　　中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。

建築基準法による

・　はつり工事　　　　　　を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告を行うこと。

建設発生土の処理８ 　・　埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

天井高 3,000mm以上の場合及び上記取付高さにおいて、機器の使用に支障が生じる場合は監督員と

協議する。

２．特記仕様　

　　（３）「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく特定調達品目

　　　・　照明制御システム 　　　・　変圧器 　　　・　

22

仮設備工事 　仮　電　源（　・　受変電　　・　　　　　・　　　　）

　 　　　　 （　・　発電　　　・　　　　　・　　　　）

　仮設備期間（　・　図示　　　・　　　　　・　　　　）

　　　　　・　機械設備工事　　・　建築工事　で設置する。

（改修標準仕様書の中でいう標準仕様書は、令和4年版（電気設備工事編）とする。）

　（ステンレス、新金属を含む）

　・　現場説明書による。

取引用計器 地上～窓中心 1,800～2,000
引込開閉器箱（低圧） 地上～中心 1,800～2,200　測定し監督職員に報告する。

14 盤類等の色彩計画 　事務室内に設けるＯＡ盤、分電盤、端子盤の鋼板製キャビネット等の色彩計画を監督職員に
　提出するものとする。

、（400）

注）呼出ボタン(多機能トイレ)の取付け高さ（４００）は床に転倒した時を考慮した高さを示す。

　　穿孔機械を使用し、　既存躯体に穿孔する場合は、金属探知により電源供給が停止できる付属装置等

（防爆照明器具及び防災用照明器具を除く。）
LED 照明器具（一般屋内用に限る。）

・

及び穿孔作業

　　を用いて施工する。

京都市伏見区深草大亀谷大山町官有地

S造資材置場

資材置場

すべて

近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事

－式・

令和6年度　土地改良技術

新設資材庫

AE-01-

電気設備工事　特記仕様書図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所

令和6年度　土地改良技術
近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事



近畿農政局
土地改良技術事務所
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新設資材庫　配置図

OW2.0×3（露出配管）

（新設）

配置図　　１／２００

：今回工事場所 AE-02
A1=1/200

A3=1/400

新設資材庫 配置図
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事業(務)所名

年 月 日
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図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所
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近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事

再接続
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K

湯沸室

140

新設資材庫　平面図　１／５０

１．図中、特記なきもので太線（　　　　）で記す機器、配管配線、ボックス等は、

　　すべて新設とする。また、細線（　　　　）で記す機器、配管配線、ボックス等

（注　記）

４．凡　例

照明器具

照明器具

丸型露出ボックス

配管配線　（いんぺい配管）

配管配線　（露出配管）

LED灯　防犯灯

プルボックス

　　は、現況のままとする。

照明器具

埋込スイッチ

防水コンセント

防水スイッチ 1P15A×1

1P15A×3

2P15A×2E

WP

WP

LED灯　壁付

LED灯　天井付

資材置場 A

× 6

資材置場 B

× 6

屋側灯

× 1

軒先

SP-3（防犯灯） × 3

△

既存棟柱芯 875

IV2.0×2（19）

IV2.0 ×2（19）

WP

WP

WP

ボックス内にて既設配線と接続

ボックス内にて既設配線と接続

２．図中、特記なき配管配線は下記とする。

EM-IE2.0 × 2

EM-IE2.0 × 2 E2.0

EM-IE2.0 × 3 E2.0

EM-IE2.0 × 2 E2.0
F

（G16）

（G16）

（G22）

（F2-17 ビニル被覆）

３．図中のプルボックスサイズは下記とする。

WP 150 × 150 × 100　 SUS-WP

DP 防滴プレート（アルミ製）

照 明 器 具 姿 図

ＬＥＤ灯　トラフ型

ＬＥＤ灯　屋外ブラケット

ＬＥＤ灯　防犯灯

参考品番　パナソニック　NNY20338 LE1

光束７３０ｌｍ、消費電力６．３Ｗ、電圧１００Ｖ
昼白色、５５００Ｋ、Ｒａ８０、光源寿命６万時間（光束維持率８０％）
本体：ASA樹脂（クールホワイト）
前面パネル：アクリル
防雨型、防まつ型・明るさセンサ内蔵

AE-03
A1=1/50

A3=1/100

新設資材庫　電灯設備平面図（改修）図 面 名

会 社 名

事業(務)所名

年 月 日

尺　　度

工 事 名

図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所

5
8
0
0

5
8
0
0

1
1
6
0
0

Ｘ２

6

7

8

資材置場 A

△

▽
柱芯

柱芯

△
柱芯

資材置場B

▽

柱芯

▽

柱芯

▽

柱芯 8700
2500

8700

Ｘ３Ｘ１EM-IE2.0×2 E2.0（

ア ア ア

アアア

イ イ イ

イイイ

ウ エ

エ

WP

WP

WP

WP

イウエ

EM-IE2.0×4（ G22）

DP

WP

F F F F F F

FFFFFF

F

F

F

F

OW2.0×3（露出配管）
至る車庫架空線引留金物

ア

）G16

参考品番　パナソニック　NNFS41810C LE9

参考品番　パナソニック　NNFS21811C LE9

光束１４７０ｌｍ、消費電力１４．９Ｗ、電圧１００Ｖ
昼白色、５０００Ｋ、Ｒａ８３、光源寿命４万時間（光束維持率８５％）
本体：ステンレス
カバー：ポリカーボネート（乳白）
防雨型、EEセンサ機能付、ひと（熱線）センサ付

SP-3

SP-2

SP-1

SP-1（LED灯 トラフ型）SP-1（LED灯 トラフ型）

SP-2（ＬＥＤ灯　屋外ブラケット）

LSS1MP/RP-4-46公 防雨・防湿型

公 ：公共施設用照明器具型番を示す。

新設資材庫 電灯設備平面図（改修）

令和6年度　土地改良技術
近畿農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ資材庫建築工事



新設資材庫　平面図（改修）

AE-04
A1=1/100

A3=1/200

新設資材庫　自動火災報知設備平面図（改修）
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倉 庫
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K
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△

既存棟柱芯

WP

WP

F

新設資材庫　平面図　１／５０

１．図中、特記なきもので太線（　　　　）で記す機器、配管配線、ボックス等は、

　　すべて新設とする。また、細線（　　　　）で記す機器、配管配線、ボックス等

（注　記）

４．凡　例

プルボックス

　　は、現況のままとする。

２．図中、特記なき配管配線は下記とする。

EM-AE1.2-4C
F

(G16)

(F2-17 ビニル被覆）

３．図中のプルボックスサイズは下記とする。

WP 150 × 150 × 100　 SUS-WP

EM-AE1.2-4C

丸型露出ボックス

配管配線　（いんぺい配管）

配管配線　（露出配管）

差動式スポット型感知器　２種　露出

No 警戒区域番号
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△
柱芯

資材置場 B
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▽
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WPF
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事業(務)所名
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工 事 名

図面番号

近畿農政局　土地改良技術事務所

令和6年度　土地改良技術
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